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令和２年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）交付要綱 新旧対照表 別紙

（傍線部分は改正部分）

改 正 案 現 行

１・２ （略） １・２ （略）

（交付の対象） （交付の対象）

３ 交付金の交付対象者は都道府県とし、令和２年４月３０日医政発 ３ 交付金の交付対象者は都道府県とし、令和２年４月３０日医政発

０４３０第５号・健発０４３０第１号厚生労働省医政局長・健康局 ０４３０第５号・健発０４３０第１号厚生労働省医政局長・健康局

長連名通知の別紙「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（ 長連名通知の別紙「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（

医療分）実施要綱」（以下「実施要綱」という。）により都道府県 医療分）実施要綱」により都道府県が行う事業及び市区町村や民間

が行う事業及び市区町村や民間団体等で都道府県が適切と認める者 団体等で都道府県が適切と認める者が行う事業に対して都道府県が

が行う事業に対して都道府県が補助する事業に要する経費のうち、 補助する事業に要する経費のうち、４に定める事業実施計画に記載

４に定める事業実施計画に記載されたものを交付の対象とする。 されたものを交付の対象とする。

４～６ （略） ４～６ （略）

（交付金の配分調整） （交付金の配分調整）

７ 都道府県は、国から交付される交付金を各事業実施計画の事業区 ７ 都道府県は、国から交付される交付金を各事業実施計画の事業区

分に基づき事業に必要な額の配分を行うとともに、事業者ごとに別 分に基づき事業に必要な額の配分を行うとともに、事業者ごとに別

表の事業区分を示して配分するものとし、その配分は次により調整 表の事業区分を示して配分するものとし、その配分は次により調整

するものとする。 するものとする。

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略）

（３） （１）及び（２）に関わらず、令和２年度新型コロナウイル （新設）

ス感染症緊急包括支援交付金（医療分）に関する事業実施計画

について、新型コロナウイルス感染症対策事業のうち、実施要

綱３（２）ウにおける病床確保及び宿泊療養施設確保に必要な

額（以下「病床・宿泊療養施設確保に必要な額」という。）は

、同実施計画の病床・宿泊療養施設確保に必要な額以外に必要
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な額と調整しないこととし、病床・宿泊療養施設確保に必要な

額と新型コロナウイルス感染症重点医療機関体制整備事業実施

計画との間で交付金の配分を調整することができる。

（４） （１）及び（２）に関わらず、新型コロナウイルス感染症を （３） （１）及び（２）に関わらず、新型コロナウイルス感染症を

疑う患者受入れのための救急・周産期・小児医療体制確保事業 疑う患者受入れのための救急・周産期・小児医療体制確保事業

実施計画と医療機関・薬局等における感染拡大防止等支援事業 実施計画と医療機関・薬局等における感染拡大防止等支援事業

実施計画との間で交付金の配分を調整することができる。 実施計画との間で交付の配分を調整することができる。

８～10 （略） ８～10 （略）

（交付の条件） （交付の条件）

11 交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 11 交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。

（１） 各事業実施計画の範囲を超えて交付金の配分を調整する場合 （１） 各事業実施計画の範囲を超えて交付金の配分を調整する場合

は、厚生労働大臣の承認を受けなければならない。ただし、令 は、厚生労働大臣の承認を受けなければならない。ただし、新

和２年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療 型コロナウイルス感染症を疑う患者受入れのための救急・周産

分）に関する事業実施計画における病床・宿泊療養施設確保に 期・小児医療体制確保事業実施計画と医療機関・薬局等におけ

必要な額と新型コロナウイルス感染症重点医療機関体制整備事 る感染拡大防止等支援事業実施計画との間で交付金の配分を調

業実施計画との間で交付金の配分を調整する場合、又は新型コ 整する場合は、この限りではない。

ロナウイルス感染症を疑う患者受入れのための救急・周産期・

小児医療体制確保事業実施計画と医療機関・薬局等における感

染拡大防止等支援事業実施計画との間で交付金の配分を調整す

る場合は、この限りではない。

（２） 事業実施計画を変更する場合（軽微な変更を除く。）は、厚 （２） 事業実施計画を変更する場合（軽微な変更を除く。）は、厚

生労働大臣の承認を受けなければならない。ただし、令和２年 生労働大臣の承認を受けなければならない。ただし、新型コロ

度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）に ナウイルス感染症を疑う患者受入れのための救急・周産期・小

関する事業実施計画における病床・宿泊療養施設確保に必要な 児医療体制確保事業実施計画と医療機関・薬局等における感染

額と新型コロナウイルス感染症重点医療機関体制整備事業実施 拡大防止等支援事業実施計画との間で交付金の配分を調整する

計画との間で交付金の配分を調整する場合、又は新型コロナウ 場合は、この限りではない。

イルス感染症を疑う患者受入れのための救急・周産期・小児医

療体制確保事業実施計画と医療機関・薬局等における感染拡大
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防止等支援事業実施計画との間で交付金の配分を調整する場合

は、この限りではない。

11（３）～14 （略） 11（３）～14 （略）

別表 （略） 別表 （略）


